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日本プロモーショナル・マーケティング学会は、「健全で魅力的なプロモーション」を実現する新しいプロモーション・サービスの確立と産業発展への貢献を目的としています。

産学協同で研究を展開していく学会として、販売促進に興味をもつ研究者、実務家、およびプロモーショナル･マーケター認証資格者を主たる構成メンバーとします。

学会の研究活動は、実務家のニーズに基づき、実務に役立つ研究・開発を行うことを目標としております。当学会の主要事業である研究論文の助成についても、学術的な貢献と共に実務への示唆と貢献を評価のポイントにしています。
 (1)
研究助成活動

平成19年度から開始した研究助成活動は、当協会会員の協賛会社の賛助金で運営されています。過去６回研究論文の提出、発表会、審査、査読つき論文集への掲載、発行等、着実に実績を上げてきており、平成25年度で７回目を迎えています。

研究助成論文募集は、具体的な研究テーマ計画書を学術界・実業界の学会員から公募します。プロモーション研究推進委員会は、エントリーされた研究計画書を審議し、最も的確な研究テーマ・研究者を選出し研究費用を提供します。研究成果は、研究助成論文発表会で執筆者から説明されます。さらに、研究助成論文の中から、査読付き論文候補が選定され、査読を経て、「プロモーショナル・マーケティング研究（Journal of Promotional Marketing）」査読付き論文集として届けられます。
(2)
プロモーション研究推進委員会による学会活動の推進

学術的なレベルの維持と向上を行う中で、実務に役立つ研究に取り込むために、プロモーション研究推進委員会を設置します。委員会は、学術界と実業界の委員で構成します。

委員会では、助成研究の評価と選定、査読付き論文の評価と選定を行い、査読付き論文のレフリーも、これらの委員の中から選定されます。加えて、今後のプロモーショナル・マーケティング研究への取組みについても検討し、当学会の進むべき道を協議します。　
日本プロモーショナル・マーケティング学会会則
第１章 総　　則
　（名称）
第１条　本会は、日本プロモーショナル・マーケティング学会と称する。本会の名称は英文で次のように称する。The Japan Academic Society of Promotional Marketing 

　（事務局）
第２条　本会は、東京都中央区の一般社団法人日本プロモーショナル・マーケティング協会内に置き、当該協会の事務局に事務業務(の兼務)を委託する。
第3条 本会は、財政基盤が整うまでの間、一般社団法人日本プロモーショナル・マーケティング協会（以下協会と称する）の委員会活動として位置づけられる。基本的には、当該協会の定款に従い運営され、協会の担当委員会である「日本プロモーショナル・マーケティング学会委員会（以下委員会と称する）」の参画により、理事会への事業計画と結果、予算と決算の承認をえるものとする。また、その位置づけの継続については、両者（本会及び協会）が協議するものとする。
（目的）
第４条　本会は、マーケティング展開におけるプロモーショナル・マーケティングに関する理論的・実証的研究の発展と実務技能の向上を目指し、産学協同によってこれを推進することを目的とする。
第５条：第４条の目的を達成するため、本会はつぎの事業を行う。
1.研究部会および大会の開催
2.自主研究・共同研究の企画と実施、及び助成
3.研究成果の公刊
4.表彰
5.国際交流の促進
6．その他本会の目的を達成するための諸事業
第２章  学　会　員
　（種別）
第６条　本会は、プロモーショナル・マーケティングに関する実務や研究に従事し、あるいはそれに関心を有する者をもって組織し、会員を次の５種とする。
1. 学会員Ａ：プロモーショナル・マーケティングの研究に従事し、あるいはそれに関心を有する研究者等。学会費は1ヶ年5,000円とする。
2. 学会員Ｂ:プロモーショナル・マーケティングに関わる産業人（一般人、非会員法人に属する個人も含む）。学会費は、１ヶ年5,000円とする。
3. 学会員Ｃ:プロモーショナル・マーケター認定資格有資格者。学会費は、1ヶ年3,000円とする。
4. 学会員Ｄ： 本会の目的に賛同し、本会の事業を賛助する法人。学会費は、1ヶ年200,000円とする。法人の学会参加人数は、代表者を含む5人とする。
5. 学生学会員：プロモーショナル・マーケティングの研究に携わり、あるいはそれに関心を有する大学院生および大学生。学会費は、１ヶ年2,000円とする。
　
　（入会）　
第７条　本会に入会しようとするものは、所定の申し込み手続きを経て会長に提出し、学会役員会の承認を得なければならない。
２  法人たる会員（学会員Ｄ）にあっては、法人の代表者として本会に対してその権利を行使する１人の者(以下「学会員代表者」という)を定め、会長に届け出なければならない。
３　学会員代表者を変更した場合は、速やかに別に定める変更届を会長に提出しなければならない。
　（学会費）
第８条　会員は、第６条に定める学会費を年度ごとに期限内に納入しなければならない。

２　当該年度の1月1日～3月31日に新規に入会した学会員については、当該年度内の学会費を免除し、当該年度の翌年度より学会費を納入する。
　（退会）
第９条　学会員が本会を退会しようとするときは、別に定める退会届を会長に提出しなければならない。
２　会員が次の各号のいずれかに該当するときは、退会したものとみなす。
　(1) 学会費を納入せず、督促後なお学会費を３年以上納入しないとき。
　(2) 死亡し、又は失踪宣告を受けたとき。
第３章　学会役員
　（種類及び定数）
第１０条　本会の役員は、学会長、副学会長を含む学会役員とし、任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。任期は、総会より２年後の総会までとする。役員の数は、協会の当該委員会の委員長が、学会役員会と協議の上、決定する。
２　学会役員会は、学会長、副学会長、学会役員で構成し、学会長が招集する。

３　学会長は、協会の当該委員会の委員長が推薦し、学会役員会が承認する。学会長は、副学会長を指名する。
３　補欠又は増員により選任された学会役員の任期は、第１項本文の規定にかかわらず、前任者又は他の現任者の残任期間とする。
４　学会役員は、辞任又は任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。
　（選任）
第１１条　学会役員は、協会の当該委員会の委員長が推薦し、総会で承認する。
２　総会が招集されるまでの間において、補欠又は増員のため学会役員を緊急に選任する必要があるときは、前項の規定にかかわらず、学会役員会の議決を得て、これを行うことができる。この場合においては、当該学会役員会開催後最初に開催する学会総会において承認を受けなければならない。

　
　（職務）
第１２条　学会長は本会を代表し会務を執行する。
２　学会長は、本会を代表し、業務を統轄する。
３　副学会長は、学会長を補佐して、業務を掌理し、学会長に事故があるとき又は学会長が欠けたときは、学会役員会においてあらかじめ定めた順序により、その職務を代行する。
第４章　会　　議
　（種別）
第１３条　本会の目的を推進し、産学協同のプロモーショナル・マーケティングに関する研究の促進と産学の交流を図るため、学会の会員組織の学会員をもって構成する学会総会を設ける。
２　総会は、定例学会総会と臨時学会総会とし、定例学会総会は原則として年度に1回これを開催する。臨時学会総会は、学会長が招集する。
　（権能）
第１４条　学会総会においては、年度の事業計画及び予算、業報告及び決算を報告する。協会の当該委員会の委員長及び学会長が必要と認めた場合は、年度の事業計画及び予算、業報告及び決算について、及び学会についての重要事項を審議し議決し、協会の理事会に提出することもできる。
２　学会総会の議決は、出席会員の多数決とする。総会は、この定款に、別に定めるもののほか、本会の運営に関する重要事項を議決する。
３　学会役員会及び学会総会の決議内容が、予算の執行を伴う場合は、協会の当該委員会の委員長に報告し、協会の理事会の承認を得るものとする。

　（議長）
第１５条　学会総会、学会役員会の議長は、学会長がこれにあたる。　
　第５章　財政・会計
第１６条　本会の財政は、財政基盤の整うまでの間、年会費、寄付金、および一般社団法人日本プロモーショナル・マーケティング協会の経費支出によってまかなう。

２　年度の事業計画及び予算、事業結果及び決算は、当該協会に報告し、承認を受ける。
　
第１７条　本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。
第６章　会則の変更、解散等
第１８条　会則の変更および本会の解散は、学会役員会の提案、または学会員３分の１以上の提案により、学会総会において学会員の２分の１以上の賛成を得た上で、協会理事会の承認をえなければならない。
以上
　
0

